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研究成果の概要（和文）：本研究では、１）ビジネスパーソンのニーズ調査、２）英語ビジネス・プレゼンテーション
能力、３）会議での英語コミュニケーション能力の調査を行った。１）では、海外に進出する企業のインタビュー調査
を中心に、２）では、大学対抗の英語ビジネスプレゼンテーション・コンテストを実施し、ビジネスパーソンと大学教
員の評価観点の違いを分析した。さらにアンケート調査を行い、大学生のためのCan-Do リストを作成した。３）では
、会議のシミュレーションを行い、発話交替に影響を与える要因を分析した。これらの結果は、語学教育エキスポやAI
LAを始めとする学会で発表するとともに、研究成果報告書（128頁）にまとめている。

研究成果の概要（英文）：This project deconstructed Business English ability to clarify a relevant 
baseline for Japanese university students. The study focused on business presentation skills and meeting 
skills based on the interviews conducted with business people who have extensive overseas experience.
As regards business presentation skills, differences in assessed standards by business people and by 
professors were compared using evaluation sheets collected during business presentation contests. Based 
on these results, as well as a follow-up survey, a ‘can-do’ list was devised for university students. 
To establish standards in relation to meeting skills, underlying factors influencing turn-taking were 
identified through analysis of a simulated meeting. Such analysis showed that a speaker’s linguistic 
ability was the main determinant in turn-taking while the final decision was most influenced by the 
professional expertise suggested by business people.

研究分野： 英語教育　異文化間コミュニケーション　国際ビジネスコミュニケーション

キーワード： ビジネス英語　ニーズ調査　英語ビジネスプレゼンテーション　英語による会議　教室内での指導
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１．研究開始当初の背景 
国際競争力がこれまで以上に必要となる今
日、アジア諸国では英語教育にしのぎを削っ
ている。中国では、ビジネス英語学部などの
設立が相次ぎ、香港では大学・ビジネス界が
連携しての大規模なコーパスなども作成さ
れている（HKFSC）。しかし日本は、研究面
でも教育面でも遅れをとっているのが現状
である。こうした状況に大学として対処、貢
献するためには、ビジネス場面のESP（English 
for Specific Purposes）研究をさらに発展させ
る必要があり、そのためにはまず、現場での
より実態に即したニーズ・アナリシスを行う
ことが急務である。研究代表者自らが外資系
企業で働いていた経験から、現場で必要とさ
れる英語能力と大学での教育のギャップを
明確にし、より実践的な ESP 教育を発展さ
せる必要性を感じ、ビジネス現場、大学、学
生の３分野によるニーズ分析を行う本研究
の着想に至った。 
 
２．研究の目的 
グローバル化に伴い、これまで以上にビジネ
スの場で英語力が求められるようになった
が、大学でのビジネス英語教育はビジネス英
語教材に頼るところが多く、現場で必要とさ
れるジャンルごとの英語能力の分析や、さら
にそれを流暢性・正確性などとの英語能力と
結び付けている先行研究はいまだ非常に限
られた状況である。本研究では、ビジネス英
語能力を体系的に把握するため、ビジネス現
場、大学教員、学生の３分野によるニーズや
課題を分析し、大学教育の実践に結びつける
ため、大学生が具体的に何をできるようにな
ればいいのかという目標設定とその後の省
察のための Can-Do List 作成を目的とした。 
 
３．研究の方法 
広くニーズ分析を行うための代表的な調査
はアンケートであるが、本研究では、そのニ
ーズを実際の大学教育の場により具体的に
落とし込むため、質的調査も盛り込み、以下
のような工夫を考えた。 
 
１） フォーカス・グループやインタビュー調

査などの質的分析を取り入れることに
より、ビジネス現場でのニーズをより正
確に把握する。可能であれば、実際の発
話データを入手し分析することによっ
て、より具体的な問題点や大学への問題
提起を考える。 

２）ビジネス現場と教育の場でのギャップを
明らかにするため、学生による実践（発
表）の場を企画し、大学教員、ビジネス・
パーソンによる評価観点の違いなどを
分析する。 

３） それを基に大学生のためのCan-Doリス
トを作成し、研究の枠にとどまらず、実
践の英語教育につなげることを目的と
する。  

これらの工夫は、より具体的には以下のよう
な形で実現された。 
 １）に関しては、ビジネス現場のニーズ調
査として、海外に進出する日系企業の社長や
人事副部長、また日本の老舗企業の社長への
インタビュー調査を行い、質的分析を行った。 
 ２）３）については、語学教育エキスポ 2013、
言語教育エキスポ 2014 年（いずれも早稲田
にて３月に実施）の中で大学対抗の英語ビジ
ネス・プレゼンテーション・コンテストを実
施し、学生に実践の場を与えるとともに、大
学教員とビジネス・パーソンの両者をコメン
テーターとして招くことにより、学生・大
学・ビジネス現場の三者によるセッションを
可能にした。その際に回収した評価表からは、
ビジネス・パーソンと大学教員の評価観点の
違いを質的に分析し、それを基にアンケート
を作成し、Can-Do リスト作成へとつなげてい
った。 
 さらに、上記エキスポの間に、ビジネス・
パーソンを集めてのフォーカス・グループを
行い、ビジネス・パーソンから見た大学生に
必要な英語能力、大学での教育について意見
を集約した。 
 プレゼンテーションに加え、ビジネスミー
ティングに必要となる英語能力を分析する
ため、ビジネスミーティングのシミュレーシ
ョンを行った。これは、実際に会議でどのよ
うな英語が使われ、どのような問題が起こる
のか、また英語力以外に必要となる能力はど
のような能力かを、質的に分析するためであ
る。特に、英語能力とビジネスの知識を中心
に、どのような要因が会議での発話量や発話
交替に影響を与えているかの分析を行った。 
 これらの結果は、最終報告書として 128 頁
にわたる刊行物にまとめたが、以下の研究成
果報告では、この要約として、１）ビジネス
現場でのニーズ調査、２）英語プレゼンテー
ション能力、３）ビジネスミーティングに必
要となる英語能力、４）大学での授業への応
用、の順に報告する。 
 
４．研究成果 
１）ビジネス現場でのニーズ調査 
本研究は、小池・寺内（2010）の大規模なア
ンケート調査や、Fujio (2008)の外資系企業
における調査のほか、国際ビジネスコミュニ
ケーション、IBD (Intercultural Business 
Discourse)などの近接分野における先行研究
をまず詳細に調査し、日系企業の海外支店で
働く社長、人事副部長、さらに海外に進出す
る老舗日本企業の社長、計４名のインタビュ
ー結果をまとめた。詳細は報告書でまとめて
いるが、以下のように集約できる。 

ビジネスで必要となる英語コミュニケーショ
ン能力は、(ビジネス的要素はもちろん)英語
力のみならず、論理的思考、発信力、会話の
マネージメント能力(発話交替や話題の提示
など)、および異文化能力が求められている。



英語力に関しては、職種によってかなりのば
らつきがあり、これらをひとまとめにして論
じることの危険性についても指摘している。
また、特に注目すべきなのが、異文化能力 
(Intercultural Competence)と言えるだろう。
この能力に関わる能力として、Byram (1997) 
は、社会的能力(Social Competence)、社会文
化的能力(Socio-cultural Competence)、方略
的能力(Strategic Competence)をあげている
が、中でもコミュニケーションストラテジー
を使いこなす能力(方略的能力)は必要である
と考える。なぜなら方略的能力は、話者の言
語能力と背景知識、および文脈からの情報を
統合する管制塔のような能力（Bachman 1990）
であり、海外経験の長い被験者でもこの使用
を報告しているためである（中谷 2010）。こ
うした能力の育成は、今後の日本の英語教育
の１つの重要な核となることが、改めて調査
結果から得られた。 
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２）英語ビジネスプレゼンテーション能力 

英語プレゼンテーション能力は、どのような
調査においても高い重要度を伴って報告され
る能力である。本研究では、語学教育エキス
ポ2013、言語教育エキスポ2014において、大
学対抗の英語ビジネスプレゼンテーション・
コンテストを実施し、英語教員のみならず、
ビジネスパーソンからもコメントをもらう実
践的な機会を提供し、ビジネス・パーソン、
大学教員、学習者の三者が集いディスカッシ
ョンする機会を提供した。学生からのフィー
ドバックでも、ビジネスの実践的なコメント
と教員からの英語に関するコメントの両方が
あったことが高く評価されていた。 

また、その際評価に使用された評価表より、
両者の評価観点の違いについて分析を行っ
た。その結果、ビジネス・パーソンが、プレ
ゼンテーションの内容(ビジネス上のアイデ
ア)やパフォーマンス面を重視するのに対し、
大学教員は英語面(とくに文法や語彙の使用
のミスなど) に注意しがちなことが明らかに
なった。さらに、評価表を基に最終的なアン
ケートを作成し、ビジネス・パーソンと大学
教員の両方に実施した。アンケート結果から
は、「パフォーマンス」「構成」「的確さ」
「ビジネス的要素」「印象」の5因子、23項目
が抽出され、英語ビジネスプレゼンテーショ
ンのためのCan-Do リストとして、言語教育
エキスポ2015で報告した。今後のクラスルー
ムの指導にも役立てて欲しいリストである。 

３）ビジネスミーティングに必要な英語能力 
この能力に関しては、アメリカ人英語母語話
者、日本人大学生（英語能力の高い学生・低
い学生）と日本人ビジネス・パーソンの４名
からなる３つのグループで同じテーマでの
会議をしてもらい、その発話交替と意思決定
の流れ、およびコミュニケーションストラテ
ジーなどを分析したものである。会議を積極
的に運営していたのは、母語話者と英語ので
きる大学生であったが（そのため英語能力が
大きな影響を与えていると考えられるが）、
意思決定に際しては、ビジネス経験のあるビ
ジネス・パーソンが、どのグループにおいて
も大きな影響を与える発言を行っており、会
議内容における専門知識の重要性も裏付け
られた。この発表は、後述する第 5 回 GABC
国 際 大 会 (Global Advances in Business 
Communication)で Best Paper Award を受賞
し、GABC Journal 第３号にも掲載されてい
る。 
 
４）大学での授業への応用 
最後に、英語ビジネス・プレゼンテーション
を大学英語教育の場でどのように指導して
いくかの実践報告を行っている。パワーポイ
ントの作成を通して、メッセージ構成や表
現をどのように教えていくかの報告と、大学
生が陥りやすい問題点についての報告を行
っている。特に大学生は、Introduction の中
で プ レ ゼ ン の 構 成 を 提 示 で き な い 、
Introduction と Conclusionが一致していな
い、評価する教員だけを audience と考えて
いる、などの課題が残っていることが報告さ
れている。 
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